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平成３１年度事務事業シート（計画）目次

大綱 目標 施策 事務事業名 所属名

第１節　個の力が発揮でき、人の力で発展していくまち　－人づくり－

②新しい時代を担う子どもたちを育むまち

1-2 子どもたちの確かな人間力を育成する学校教育の充実

102 1 私立学校等助成事業 教育総務課 ・・・・・・・ 1

102 2 教育交流事業 教育総務課 ・・・・・・・ 2

102 3 私立幼稚園助成事業 学事課 ・・・・・・・ 3

102 4 小学校運営事業 学事課 ・・・・・・・ 4

102 5 小学校教育支援者配置事業 指導課 ・・・・・・・ 5

102 6 小学校通学支援事業 学事課 ・・・・・・・ 6

102 7 中学校運営事業 学事課 ・・・・・・・ 7

102 8 中学校教育支援者配置事業 指導課 ・・・・・・・ 8

102 9 中学校通学支援事業 学事課 ・・・・・・・ 9

102 10 幼稚園運営事業 学事課 ・・・・・・・ 10

102 11 幼稚園教育補助員配置事業 指導課 ・・・・・・・ 11

102 12 学校教育推進事業 指導課 ・・・・・・・ 12

102 13 学校の元気応援事業 指導課 ・・・・・・・ 13

102 14 部活動等支援事業 指導課 ・・・・・・・ 14

102 15 特別支援教育推進事業 指導課 ・・・・・・・ 15

102 16 未来創造キャリア形成事業 指導課 ・・・・・・・ 16

102 17 理科観察実験アシスタント配置事業 指導課 ・・・・・・・ 17

102 18 外国語教育推進事業 指導課 ・・・・・・・ 18

102 19 学校図書館運営事業 指導課 ・・・・・・・ 19

102 20 学校体育推進事業 指導課 ・・・・・・・ 20

1-3 時代に対応した教育環境の整備・充実

103 3 小学校理科教育振興事業 教育総務課 ・・・・・・・ 21

103 4 小学校情報教育推進事業 教育総務課 ・・・・・・・ 22

103 5 小学校大規模改造事業 教育総務課 ・・・・・・・ 23

103 6 小学校増改築事業 教育総務課 ・・・・・・・ 24

103 9 中学校理科教育振興事業 教育総務課 ・・・・・・・ 25

103 10 中学校情報教育推進事業 教育総務課 ・・・・・・・ 26

103 11 中学校大規模改造事業 教育総務課 ・・・・・・・ 27

103 14 小学校就学援助事業 学事課 ・・・・・・・ 28

103 16 中学校就学援助事業 学事課 ・・・・・・・ 29

103 18 学校保健事業 学事課 ・・・・・・・ 30

103 19 学校給食管理運営事業 学事課 ・・・・・・・ 31

103 20 小学校図書整備事業 指導課 ・・・・・・・ 32

103 21 中学校図書整備事業 指導課 ・・・・・・・ 33

103 22 学校給食センター管理運営事業 東広島学校給食センター外 ・・・・・・・ 34

103 24 小学校施設改修事業 教育総務課 ・・・・・・・ 35

103 26 中学校施設改修事業 教育総務課 ・・・・・・・ 36

1-4 家庭・学校・地域が連携した青少年健全育成の推進

104 1 生徒指導推進事業 青少年育成課 ・・・・・・・ 37

104 2 青少年健全育成事業 青少年育成課 ・・・・・・・ 38
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 2,151 千円 2,303 千円 2,158 千円

事
業
費

千円 千円

千円

2,158 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 2,151 千円 2,303 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　賀茂高等学校定時制後援会及び私立学校2校に対し、生徒の保護者の経済的負担の軽減、勤労学
生の教育活動の育成及び教育環境整備を図ることを目的として、予算の範囲内で補助金を交付するも
のであり、成果指標として数値化することが困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

236,550

私立学校2校への補助金交付 円 1,974,600 2,041,200 1,920,600

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

賀茂高等学校定時制後援会への補助金交付 円 176,700 230,800

目　的
（何のために）

　勤労学生の教育活動の支援及び生徒・保護者の経済的負担の軽減、私立学校の教育環境の充実を
図ることを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　賀茂高等学校定時制後援会、近畿大学附属広島高等学校東広島校、呉武田学園武田高等学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　賀茂高等学校定時制後援会助成（２３７千円）
　　　　　後援会行事や部活動全国大会遠征等に要する経費に対し、補助金を交付する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　２　私立学校助成（１,９２１千円）
　　　　　教材費や教育研究機器等の購入に要する経費に対し、補助金を交付する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　教育総務係 総合計画施策体系 2

事務事業名 私立学校等助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 1 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

区分

賀茂高等学校定時制後援会

予算額

237

近畿大学附属広島高等学校東広島校

予算額

1,114

呉武田学園武田高等学校

区分

807

-1-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 2,989 千円 2,932 千円 3,883 千円

事
業
費

千円 千円

800 千円

4,683 千円 千円

千円 千円財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,599 千円 3,012 千円

地方債 千円 千円

千円 80 千円その他 610

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

児童生徒の友好都市徳陽市への理解が深
まったと回答した交流校の割合 ％ 57.1 100 100

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

  姉妹都市である北海道北広島市との教育交流については、教育交流実施後の学校へのアンケートに
おいて、児童生徒（全校）の北海道北広島市への理解が深まったと回答した学校の割合、友好都市で
ある中国四川省徳陽市との教育交流については、教育交流実施後の交流校へのアンケートにおいて、
児童生徒（全校）の中国四川省徳陽市への理解が深まったと回答した学校の割合をそれぞれ成果指標
とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
児童生徒の姉妹都市北広島市への理解が
深まったと回答した交流校の割合 ％ 100 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

100

派遣後、全校を対象に報告会を行った学校の
割合（徳陽）

％ 42.9 ― 100

活動・結果
指　標

単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

派遣後、全校を対象に報告会を行った学校の
割合（北広島）

％ 50.0 100

目　的
（何のために）

　姉妹都市である北海道北広島市の小中学校と相互に児童生徒を派遣して交流することにより、両市の教育の発展と児童
生徒の視野の拡大や友好の精神を培う。また、友好都市である中国四川省徳陽市と教育文化の交流を行い、互いの友好
親善を深め、児童生徒の国際的視野を拡大させる。

対　象
（誰・何を対象に）

　東広島市立小中学校の児童生徒

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　北海道北広島市教育交流（２,１９９千円）
　　　　　各小中学校で原則として最高学年を対象に選出された子ども大使と引率者からなる訪問団を
　　　　相互に派遣し、それぞれ相手先で表敬訪問や交流校訪問などの活動を行う。
　　　　　派遣予定：8月21日～23日　小学生9人、中学生7人、引率者4人
　　　　　受入予定：8月5日～8日　　 小学生8人、中学生6人、引率者4人

　
　　　２　中国四川省徳陽市教育交流（２,４８４千円）
　　　　　隔年で相互に児童生徒と引率者からなる訪問団を派遣し、表敬訪問や交流校訪問、ホームス
　　　　テイ等の交流活動を行う。平成31年度は、派遣を予定しており、派遣する児童生徒は小学５年
　　　　生から中学３年生までを対象に、各学校を通じて募集し、作文等の書類選考により決定する。
　　　　　派遣予定：日程未定　小中学生8人、引率者2人

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　教育総務係 総合計画施策体系 2

事務事業名 教育交流事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 2 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

交流校訪問での 

北広島市の小学校児童による 

歓迎行事の様子（平成30年度） 

交流校訪問での 

東広島市の児童による 

歓迎の様子（平成30年度） 

-2-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

事務事業名 私立幼稚園助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 3 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

 　私立幼稚園の教育環境整備に対し助成することにより、教育環境の充実及び教育の振興を図ること
を目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内私立幼稚園（７園）

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　私立幼稚園運営費補助（１,８７２千円）
　　　　　市内の私立幼稚園に対して優良図書の計画的な購入等教材の充実、職員の資質
　　　　向上のための研修活動等を補助対象事業として補助金を交付する。（7園）
　　　　　　 【補助内訳】
　　　　   　 均等割…250,000円×7園
　　　　　    園児数割…122,000円

　　　２　私立幼稚園設置状況

7

私立幼稚園園児数 人 1,372 1,470 1,318

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

補助対象幼稚園数 園 8 8

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　私立幼稚園７園に対し、予算の範囲内で補助金を交付し、職員研修の充実、教材園具等の整備、園
児の健康管理などの環境整備を支援するものであることから、成果指標として数値化することが困難で
ある。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 2,139 千円 2,139 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

1,872 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 2,139 千円 2,139 千円 1,872 千円

事
業
費

千円 千円

-3-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

事務事業名 小学校運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 4 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　小学校教育の充実・深化を図り、教育の効率を上げるための環境を整備する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　学校事務職員の配置（２,１２５千円）
　　　　　県基準では十分な事務職員が配置されない小学校に対して、市費による事務職員を
　　　　配置することで学校運営を円滑にする。（1名）

　　　２　養護講師の配置（２,５０６千円）
　　　　　県基準では十分な養護教諭が配置されない小学校に対して、市費による養護講師を
　　　　配置することで教育環境の改善を図る。（1名）

【新】３　看護師の配置（２,７７５千円）
　　　　　学校において日常的に医療的ケアが必要な児童がいる小学校に対して、市費による
　　　　看護師を配置することで、児童の安全な学校生活の確保を図る。（1名）

　　　４　小学校教育関係団体及び教職員研修会に係る負担金、補助金の交付（２,３０９千円）
　　　　(1)　広島県連合小学校長会等教育関係団体に対する補助金、負担金
　　　　　　　学校教育の充実と振興を図るため、市内の教職員等で構成される小学校校長会、
　　　　　　　小学校教頭会、東広島市立学校教育研究会等の活動を支援する。
　　　  (2)　教職員研修会等参加負担金
　　　　　　　教職員研修会等に参加し、教職員の資質の向上を図る。
　
　　　５　小学校運営に係る経費（２,８５７千円）
　　　　(1)　卒業証書等、小学校運営に必要な消耗品等を購入する。
　　　　(2)　入学指定通知書等を送付する。

2

看護師配置数 人 - - 1

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

事務職員配置数及び養護講師配置数 人 1 2

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　小学校教育の充実・深化及び環境整備を目的とした事業であることから、県基準では十分な事務職
員等が配置されない小学校に対して、市費による適正な事務職員等の配置が出来なかった学校数を
成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
学校事務職員等の適正配置が
出来なかった学校数

校 1 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,417 千円 14,951 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

12,572 千円 千円

924 千円 千円

千円

千円

一般財源 6,417 千円 14,951 千円 11,648 千円

事
業
費

千円 千円

-4-
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

事
業
費

千円 千円

千円

一般財源 165,423 千円 174,546 千円 183,036 千円

千円

千円 千円その他

千円

事業費合計（A) 165,423 千円

千円

千円

183,036 千円 千円

千円 千円

地方債 千円

174,546 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円

 

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　特別支援学級への教育補助員の配置（１２４,０３２千円）
　　　　　特別支援学級に在籍する児童の学習及び生活上の困難を克服し、自立を図っていく
　　　　ための適切な支援を行う。
　　　　　教育補助員配置数58人（教員免許の所有を問わない）

　　　２　通常の学級への学校教育支援員の配置（５９,００４千円）
　　　　　小学校の通常の学級において教育活動全般における特別な支援を必要とする児童へ
　　　　の学習支援を行う。
　　　　　学校教育支援員配置数27人（教員免許の所有を問わない）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　対象となる児童に応じた「個別の指導計画」に沿った学校生活上の介助や学習支援等が、教育補助
員及び教育支援員により、適切に実施できた割合を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）
「個別の指導計画」によって適切
な支援ができた児童の割合

％ 100 100 100

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

教育補助員配置人数（特別支援学級） 人 54 54 58

学校教育支援員配置人数（通常の学級） 人 27 27 27

目　的
（何のために）

　特別な支援が必要な児童の実態に応じた学習及び学校生活上の支援を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校の特別支援学級に在籍する児童
　市立小学校の通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 小学校教育支援者配置事業

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 5 新規・継続 継続

年度別の特別支援学級数（小学校）

 知的 自・情 肢体 難聴 病弱 

Ｈ２５ ２７ ２７ ５ ６ ０ 

Ｈ２６ ２７ ２５ ４ ６ ０ 

Ｈ２７ ２７ ２４ ３ ７ ０ 

Ｈ２８ ２７ ２６ ２ ５ ０ 

Ｈ２９ ２７ ２７ ４ ４ １ 

Ｈ３０ ３１ ２５ ４ ４ ０ 
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

平成 31 年度 事務事業シート 計画

事務事業名 小学校通学支援事業 一般会計 ソフト

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 6 新規・継続 継続

目　的
（何のために）

　スクールバス等の運行や通学費を補助することにより、登下校にかかる児童の安全確保及び保護者
の経済的な負担を軽減する。

対　象
（誰・何を対象に）

  小学校への通学距離が遠距離である児童及び公共交通機関を利用して登下校する児童の保護者

　第1系統 8

　第2系統 27

　第3系統 18

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　スクールバス等の運行（６８,５２２千円）
　　　　　対象小学校区にスクールバスの運行経路を設定し、バス事業者への運行業務委託によ
　　　　り、スクールバス等の運行を行う。
　
　　　　【スクールバス等利用見込み】

学校名 地　域 利用人数（人）

中黒瀬小学校 　八畝ヶ畑地区 15

豊栄小学校

　第4系統 23

入野小学校 　グリューネン等の一部を除く全域 31

河内小学校
　宇山・戸野地区 6

　小田地区 18

西志和小学校 　志和堀地区 38

計 210

風早小学校
　小松原地区 11

　太田地区 10

板城小学校 　長野地区 5

160 210

通学補助対象児童数 人 24 28 39

　
　　　２　通学に要する経費の補助（１,３４２千円）
　　　　　東広島市立小中学校遠距離通学児童生徒通学支援に関する要綱に基づき、公共交通
　　　　機関を利用する遠距離通学児童の保護者に対して、通学に要する費用を補助する。
　　　　　三ツ城小学校、川上小学校、中黒瀬小学校、久芳小学校

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

スクールバス等利用者 人 143

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　スクールバス等の運行は、遠距離通学児童の登下校にかかる安全確保を主な目的としているため、
小学校開校日におけるスクールバス等運休日数を成果目標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

スクールバス等運休日数 日 0 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 47,412 千円 52,610 千円

8,044 千円 千円

地方債 千円 千円

28,345 千円 31,645 千円 31,707 千円

69,864 千円

千円

千円

一般財源 19,067 千円 20,965 千円 30,113 千円

事
業
費

千円 千円

その他
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 24,395 千円 28,263 千円 28,276 千円

事
業
費

千円 千円

千円

28,276 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 24,395 千円 28,263 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　中学校教育の充実・深化及び環境整備を目的とした事業であることから、県基準では十分な事務職
員等が配置されない中学校に対して、市費による適正な事務職員等の配置が出来なかった学校数を
成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
学校事務職員等の適正配置が
出来なかった学校数

校 0 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

3

非常勤講師配置数 人 8 8 8

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

事務職員配置数 人 3 3

目　的
（何のために）

  中学校教育の充実・深化を図り、教育の効率を上げるための環境を整備する。

対　象
（誰・何を対象に）

  市立中学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　学校事務職員の配置（６,３５７千円）
　　　　　県基準では十分な事務職員が配置されない中学校に市費による事務職員を配置し、
　　　　学校運営を円滑にする（3名）
　　　　　学校事務職員の業務内容
　　　　(1)　学校予算の管理及び執行事務
　　　　(2)　教職員等の給与に関する事務
　　　　(3)　庶務、旅費、諸手当認定、福利厚生に関する事務
　
　　　２　非常勤講師の配置（１７,７２１千円）
　　　　  県基準では十分な教職員が配置されない中学校に市費による非常勤講師を配置し、
　　　　教育環境の改善を図る。（8名）
　
　　　３　中学校教育関係団体及び教職員研修会に係る負担金、補助金の交付（１,２７９千円）
　　　　(1)　広島県連合中学校長会等教育関係団体に対する補助金、負担金
　　　　　　　学校教育の充実と振興を図るため、市内の教職員等で構成される中学校校長会、
　　　　　　　中学校教頭会、東広島市立学校教育研究会等の活動を支援する。
　　　  (2)　教職員研修会等参加負担金
　　　　　　　教職員研修会等に参加し、教職員の資質の向上を図る。

　　　４　教職員施設入場料の支給（５１６千円）
　　　　　修学旅行にかかる、引率教諭の施設入場料を支給する。
　
　　　５　中学校運営に係る経費（２,４０３千円）
　　　　(1)　卒業証書等、小学校運営に必要な消耗品等を購入する。
　　　　(2)　入学指定通知書等を送付する。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

事務事業名 中学校運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 7 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 中学校教育支援者配置事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 8 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　特別な支援が必要な生徒の実態に応じた学習及び学校生活上の支援を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立中学校の特別支援学級に在籍する生徒
　市立中学校の通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする生徒

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　特別支援学級への教育補助員の配置（５０,０７３千円）
　　　　　特別支援学級に在籍する生徒の学習及び生活上の困難を克服し、自立を図っていくた
　　　　めの適切な支援を行う。
           教育補助員配置数22人（教員免許の所有を問わない）

　　　２　通常の学級への学校教育支援員の配置（１８,０２３千円）
　　　　　中学校の通常の学級において教育活動全般における特別な支援を必要とする生徒へ
　　　　の学習支援を行う。
           学校教育支援員配置数8人（教員免許の所有を問わない）

22

学校教育支援員配置人数（通常の学級） 人 7 8 8

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

教育補助員配置人数（特別支援学級） 人 22 22

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　対象となる生徒に応じた「個別の指導計画」に沿った学校生活上の介助や学習支援等が、教育補助
員及び教育支援員により、適切に実施できた割合を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
「個別の指導計画」によって適切
な支援ができた生徒の割合

％ 100 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 60,189 千円 67,898 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

68,096 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 60,189 千円 67,898 千円 68,096 千円

事
業
費

千円 千円

中学校 知的 自・情 肢体 難聴 

Ｈ２５ １３ １２ ２ ２ 

Ｈ２６ １５ １２ ２ ３ 

Ｈ２７ １４ １３ ２ ３ 

Ｈ２８ １３ １２ １ ２ 

Ｈ２９ １２ １０ １ １ 

Ｈ３０ １２ １５ ０ ２ 

年度別の特別支援学級数（中学校）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

事務事業名 中学校通学支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 9 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　スクールバスの運行や通学費の補助並びに自転車通学に係るヘルメット購入を補助することにより、
登下校に係る生徒の安全確保及び保護者の経済的な負担を軽減する。

対　象
（誰・何を対象に）

　中学校に公共交通機関等を利用して登下校する生徒の保護者及び市立中学校に自転車通学する
生徒並びにその保護者

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　スクールバスの運行（１８,２５２千円）
　　　　　対象中学校区にスクールバスの運行経路を設定し、バス事業者への運行業務委託によ
　　　　り、スクールバスの運行を行う。
　　　　　高屋中学校　1路線
　
　　　２　通学に要する経費の補助（４,３３５千円）
　　　　　東広島市立小中学校遠距離通学児童生徒通学支援に関する要綱に基づき、公共交通
　　　　機関を利用する遠距離通学生徒の保護者に対して、通学に要する費用を補助する。
　　　　   高屋中学校、河内中学校

　　　３　ヘルメット購入に要する経費の補助（２,４２１千円）
　　　　　市立中学校に自転車通学する生徒のヘルメット購入費を補助する。

45

通学補助対象生徒数
ヘルメット購入補助対象生徒数

人
90

1,107
110

1,200
100

1,330

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

スクールバス利用者 人 36 45

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　スクールバスの運行は、遠距離通学の生徒登下校にかかる安全確保を主な目的としているため、中
学校開校日におけるスクールバス運休日数を成果目標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

スクールバス運休日数 日 0 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 19,383 千円 21,601 千円

地方債 千円 千円

千円 540 千円その他 419 540 千円

25,008 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 18,964 千円 21,061 千円 24,468 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 77 千円 2,891 千円 1,687 千円

事
業
費

千円 千円

7,554 千円

9,241 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,426 千円 9,239 千円

地方債 千円 千円

千円 6,348 千円その他 3,349

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　幼稚園教育の充実・深化及び環境整備を目的とした事業であることから、適正な臨時教諭等の配置
ができなかった人数を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
適正な臨時教諭等の配置ができ
なかった人数

人 0 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

臨時教諭2人×１２ヵ月
養護講師１人×１２ヵ月

嘱託教諭の配置日数 日 91 44 42

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

臨時教諭・養護講師配置人数月数 人・月
臨時教諭１人×　1ヵ月
養護講師１人×１２ヵ月

臨時教諭2人×１２ヵ月
養護講師１人×１２ヵ月

目　的
（何のために）

　幼稚園教育の充実・深化を図り、教育の効率を上げるための環境を整備する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立幼稚園（２園）

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　嘱託幼稚園教諭の配置（３４７千円）
　　　　　教諭の病欠や研修への参加等に対応するため代替教諭を配置する。

　　　２　臨時教諭・養護講師の配置（８,４７２千円）
　　　　　教諭及び養護講師に欠員が生じた場合に臨時教諭・養護講師を配置する。
　　　　　（教諭2名、養護1名）
　
　　　３　幼稚園教育関係団体及び教職員研修にかかる負担金（７６千円）
　　　　(1)　広島県国公立幼稚園連盟負担金
　　　　　　　幼稚園教育の充実と振興を図る。
　　　　(2)　教職員研修負担金
　　　　　　　教職員研修会等に参加し、教職員の資質の向上を図る。

　　　４　幼稚園運営に係る経費（３４６千円）
　　　　　修了証書等、幼稚園運営に必要な消耗品等を購入する。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 2

事務事業名 幼稚園運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 10 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 幼稚園教育補助員配置事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 11 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　特別な支援が必要な幼児の実態に応じた適切な支援を行い、個々の能力に応じた教育の場を提供
する。

対　象
（誰・何を対象に）

 　市立幼稚園に在籍する特別な支援を必要とする幼児

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　教育補助員の配置（２２,０７７千円）
　　　　　東広島市立八本松中央幼稚園及び御薗宇幼稚園に教育補助員10名をフルタイムで配
　　　　置 し、特別な支援を必要とする幼児に対して、適切な支援を行う。

10活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

教育補助員配置人数 人 10 10

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　対象となる園児に応じた「個別の指導計画」に沿った生活上の介助や支援が、教育補助員により、適
切に実施できた割合を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
「個別の指導計画」によって適切
な支援ができた幼児の割合

％ 86 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 19,103 千円 22,077 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

22,077 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 19,103 千円 22,077 千円 22,077 千円

事
業
費

千円 千円

幼稚園における生活の様子
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 学校教育推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 12 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　活力に満ちた学校教育の創造と教職員の資質向上を図ることにより、幼稚園・小中学校の幼児児童
生徒一人一人の可能性を最大限に発揮させる。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立幼稚園及び小中学校の幼児児童生徒及び教職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　教職員の指導力向上（３,０２７千円）
　　　　(1)　教育研究推進校の指定
　　　 　　　 市教育推進指定校を７校指定し、実践研究の推進を支援する。
　　　　(2)　各種研修の充実
　　　 　　　 市教育委員会が主催する研修を行うことで、教職員の資質の向上を図る。
　　　　(3)　学校教育レベルアップの推進
　　　　　　　「第五次学校教育レベルアッププラン」を策定し、学校力、教師力の向上に係る取組
             を推進する。
　　　　(4)　小小連携、小中連携の推進
　　　　　　　小学校の統合等に係る児童生徒の交流や教職員の連携を推進する。
         (5)  標準学力検査NRTの実施
　　　　　　　NRTの実施により全国の通過率に照らして児童生徒の力を客観的に把握し、指導の
　　　　　　参考とする。

　　　２　豊かな学校教育活動の推進（１７,９２２千円）
　　　　(1)　マイタウンティーチャー・学生マイタウンティーチャーの派遣
　　　　　　　幼児児童生徒の体験活動等の充実を図るため、地域人材や大学生を市立幼稚園、
　　　　　　小中学校へ派遣する。
　　　　(2)　各種研修の充実
　　　　　　　新学習指導要領等、各市立幼稚園、小中学校の教育研究を推進するため外部講師
　　　　　　を派遣する。
　　　　(3)　学校における音楽教育の発信
　　　　　　　中学校音楽会等を実施する。
　
　　　３　教師用教科書及び指導書、道徳副読本、社会科副読本（９,３４２千円）
　　　　(1)　必要に応じて教師用教科書及び指導書等を購入し、教科指導において活用する。
　　　　(2)　小学校社会科における地域の学習に活用する副教材を作成する。

1,650

市教育推進指定校 校 9 6 7

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

マイタウンティーチャー派遣延べ人数 人 1,585 1,600

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　教職員の指導力の向上、教育内容の充実等により、児童生徒の「確かな学力」の向上を図ることか
ら、「全国学力・学習状況調査」の正答率の合計が県合計を上回る学校数を成果指標として設定する。
　体験活動等の充実により、目標をもち、挑戦する子どもの育成を図ることから、「基礎・基本」定着状況
調査の児童生徒質問紙調査で「夢や目標をもっている」と回答した割合を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
「全国学力・学習状況調査」正答率合
計が県合計を上回る学校数

校 38 50 48  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

児童生徒が「夢や目標をもっている」
と回答した割合

％ 83 90 90

財
源
内
訳

国県支出金 1,802 千円 810 千円

事業費合計（A) 27,138 千円 36,314 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 326 千円

30,291 千円 千円

2,599 千円 千円

千円

千円

一般財源 25,010 千円 35,504 千円 27,692 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

平成 31 年度 事務事業シート 計画

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 13 新規・継続 継続

事務事業名 学校の元気応援事業 一般会計 ソフト

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

目　的
（何のために）

　学校の元気を応援する各種事業を継続的に実施することにより、幼稚園、小中学校の学校力及び教
師力を高め、 世界標準の教育を目指して、本市の教育水準を向上させる。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立幼稚園、小中学校の幼児児童生徒及び教職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　学校の魅力アップ推進事業（２,６９２千円）
　　　　　特色ある学校、現状に満足することなく挑戦する学校及び地域に貢献しようとする子ども
　　　　の育成をめざす学校の取組を支援する。
　　　　　（支援項目）
　　　　　　・魅力ある学校図書館づくり（校内読書環境整備）
　　　　　  ・健康教育の推進
　　　　　　・伝統文化の継承（一校一和文化学習の充実）
　　　　　　・環境の整った美しい学校及び地域づくり

　　　２　学校経営アドバイザーワイド活用事業（９,１００千円）
　　　　　優れた教科指導経験や生徒指導の力量、管理職として豊富な経験を有する退職教員が、
　　　　その専門的な見地を生かして学校経営上の諸課題に、継続して指導・助言を行うことで、学
　　　　校経営力の向上を図る。

　　　３　教科等指導支援員（１３,２２９千円）
　　　　　教科等指導における教育課題に対応するため、教科等指導支援員を配置し、学校教育
　　　　の充実を図る。

　　　４　東広島市スクールサポート事業（４,５６９千円）
　　　　　幼稚園及び小中学校の要望に応じて、優れた経験や優れた技能、指導力を有する退職
　　　　教員等による支援活動を実施し、教職員が子どもたちと向き合う時間を確保するとともに、
　　　　教職員の指導力を向上させ、学校教育力の一層の充実を図る。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

学校経営アドバイザー派遣回数 回 292 350 280

学校の魅力アップ事業実施校 校 48 51 49

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　各学校は自らの教育活動及び学校運営について目標を設定して取り組むとともに、その評価を行い
改善を図ることで教育水準の維持向上に努めている。この学校評価は「確かな学力」「豊かな心」「健や
かな体」の項目で構成され、保護者その他の関係者に評価されることから、本市の学校力、教師力を図
る手立てとして有効であると考え、指標として設定した。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）
学校評価全項目の平均値が3.0
を上回っている学校の割合

％ 89 90 90  

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

30,094 千円 34,853 千円 29,590 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 780 千円 千円

地方債 千円 千円

千円

千円 千円

千円

千円 千円

千円

その他 千円 千円

一般財源 29,314 千円 34,853 千円 29,590

事
業
費

事業費合計（A)

千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 部活動等支援事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 14 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　　中学校部活動等における各種大会への出場に係る保護者の負担軽減及び小中学校の児童生徒の
様々な大会への挑戦を促す。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小中学校の児童生徒及び保護者

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　補助金（１８,９６６千円）
　　　　(1)　中学校体育連盟・中学校文化部連盟主催大会等派遣事業補助
　　　　　　　中学校体育連盟・中学校文化部連盟が主催・共催する市内大会、中国・全国大会に
　　　　　　関し、要綱に示された範囲の大会出場に係る、交通費や宿泊費として補助金を交付す
　　　　　　る。
　　　　(2)　東広島市小学生体育連盟事業補助
　　　　　　　児童の心身の健全な発達を図ることを目的とし、児童のスポーツ活動及びスポーツに
　　　　　　関する研修活動を行っている東広島市小学生体育連盟に対して補助金を交付する。
　　　　(3)　中国中学校駅伝競走大会事業補助
　　　　　 　　本市内で開催の中国中学校駅伝競走大会に対して補助金を交付する。
　　　　(4)　全国へ文化発信事業補助
　　　　　　　全国大会に出場する小学校に旅費等を補助することで、東広島市の文化を全国に発
             信するための支援を行う。また、結果を広報することで、市内の他の学校に対して様々
             な大会出場へのチャレンジ意欲を高める。
　
　　　２　中学校体育連盟負担金（２,１９０千円）
　　　　　東広島市中学校体育連盟の加盟金規約に基づき、中学校体育連盟負担金（生徒一人
　　　　につき450円）を負担する。

       ３　部活動指導員の配置（２,１８５千円）
　　　　　部活動を担当する教員の支援や適正な部活動の運営を行うために部活動指導員２名を
　　　　配置する。

100活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

全国大会等への出場を支援した人数 人 150 100

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　保護者の負担軽減や児童生徒の大会等への参加意欲が促されたかどうかを数値化して設定すること
は困難であるため、成果指標は設定しない。
　本事業の実施により、運動・文化の両面において、各種大会への児童生徒の出場機会の拡充につな
がるとともに、保護者の負担軽減を図ることにより、全員が大会に出場できるようになる。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 1,682 千円

事業費合計（A) 23,449 千円 20,069 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

23,341 千円 千円

1,092 千円 千円

千円

千円

一般財源 23,449 千円 18,387 千円 22,249 千円

事
業
費

千円 千円

-14-



( )

-

10 款 1 項 3 目

1 -

２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 特別支援教育推進事業

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 15 新規・継続 継続

目　的
（何のために）

　 校内（園内）支援体制の整備や教職員の意識改革・指導力の向上を図り、特別支援学級をはじめ通
常の学級に在籍する特別な支援を必要とする幼児児童生徒を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　特別支援学級及び通常の学級に在籍している特別な支援を必要とする幼児児童生徒及び教職員

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

特別支援教育サポーター(一般）派遣時間 時間 2,082 2,620 2,620

「個別の指導計画」を作成している幼児児童生徒
数

人 1,100 1,100 1,100

事業の概要
及び

H31活動計画

 
　　　１　特別支援教育サポーターの配置（３,０５２千円）
　　　　　 LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥多動性障害）及び高機能自閉症等の幼児児童生徒
　　　　に対して人的措置を行い、幼稚園や学校生活への適応や学習活動の充実を図る。
　　　　(1)　特別支援教育大学生サポーター制度
　　　　　ア  支援対象
　　　　　　　通常の学級及び特別支援学級において、生活面等で個別の支援が必要と認められ
　　　　　　る幼児児童生徒を対象とする。
　　　　　イ  支援内容
　　　　　　　教師による個別指導の補助及び部活動支援等を行う。
　　　　(2)　特別支援教育サポーター制度
　　　　　ア　支援対象
　　　　　　　特別支援教育大学生サポーターによる支援が困難であり、生活面等で個別の支援
　　　　　　が必要と認められる幼児児童生徒を対象とする。
　　　　　イ　支援内容
　　　　　　　教師による個別指導の補助及び部活動支援等を行う。
　　　２　特別支援教育担当者研修及び特別支援教育巡回相談の実施等（１,０２２千円）
　　　　(1)　目的
　　　　　ア　特別支援学級担当者、特別支援教育コーディネーターの資質向上を図る。
　　　　　イ　発達障害や学習上の困難を抱える幼児児童生徒を含めた全ての幼児児童生徒の
　　　　　　学力や生活力を高める基盤となる学級づくりに係る講義や演習を通して、教職員の実
　　　　　　践的指導力を高める。
　　　　　ウ　巡回相談を通して、特別な支援を必要とする幼児児童生徒の実態把握を行い、適
　　　　　　切かつ効果的な指導・支援の充実を図る。
　　　　(2)  内容
　　　　　ア　特別支援学級の教育課程編成をはじめ、特別支援教育に係る専門的な知識・実践
　　　　　　力を磨く講義・演習等を行う。
　　　　　イ　発達障害等専門家巡回相談による幼児児童生徒の実態把握及び校内研修を行う。
       ３　特別支援教育相談員の配置（２,１８２千円）
　　　　　障害のある幼児児童生徒の教育相談に従事する専門性の高い相談員を配置し、幼児
　　　　児童生徒の適切な就学先の検討を行うとともに、各学校における特別支援教育の充実を
　　　　図る。

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対し、「個別の指導計画」によって個に応じた生活上の介
助、学習支援等の支援を適切に実施することができた割合を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）
「個別の指導計画」によって適切
な支援ができた子どもの割合

％ － 100 100  

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

6,129 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円

千円

千円

6,256 千円 千円

千円 千円

地方債 千円
事
業
費

千円 千円

千円

一般財源 2,937 千円 6,129 千円 6,256 千円

千円

千円 千円その他

千円

事業費合計（A) 2,937 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 未来創造キャリア形成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 16 新規・継続 新規

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　東広島市の将来を担う人材を東広島市で育てることを目指し、大学や企業、研究機関と連携した理数
教育や体験学習等の取組を推進することにより、児童生徒のキャリア発達を促進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内小中学校の児童生徒

事業の概要
及び

H31活動計画

【新】１　科学の芽育成講座（４,６４０千円）
　　　　　市内大学や地元企業、研究所等と連携し、各機関が有する専門的知識や技術を
　　　　活用した出前授業「科学の芽育成講座」を実施し、理数教育の充実を図る。

【新】２　中学生キャンパス体験学習(２,４８２千円）
　　　　　中学生の学びに対する知的好奇心や高等教育への興味・関心を高め、目的意識
　　　　をもって将来の進路選択を行えるよう、大学キャンパスでの専門的な学びを体験する
　　　　学習を実施する。

　　　３　職場体験学習(３８０千円）
　　　　　将来の社会人・職業人として必要な基礎的・汎用的能力の育成を図るため中学生
　　　　の職場体験活動を実施する。（インターンシップ・ボランティア等体験活動保険料）

48

キャンパス体験学習の実施件数 件 ― ― 14

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

理科実験等出前講座の実施件数 件 ― ―

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　「科学の芽育成講座」の実施により、児童生徒が理数教育に対する興味・関心をもち、主体的に学ぼう
とする意欲喚起への効果を測るため、受講した児童生徒の満足度を成果指標として設定する。
　生徒のキャンパス体験学習による高等教育への興味・関心や将来の進路選択への効果を測るため、
体験した生徒の満足度を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

理科実験等出前講座の満足度 ％ ― ― 80  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

キャンパス体験学習の満足度 ％ ― ― 80

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

7,502 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 千円 7,502 千円

事
業
費

千円 千円

中学生による職場体験学習
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 理科観察実験アシスタント配置事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 17 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　理科の専門性を有する研究者や大学院生等を理科観察実験アシスタントとして小学校へ派遣し、理
科授業における観察・実験を充実させることで、児童の科学的な思考力・判断力・表現力等の育成を図
る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校の児童及び教員

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　理科の授業の活動支援（８７８千円）
　　　　　理科観察実験アシスタント９名を小学校へ配置し、理科教育の充実を図る。
　　　　(1)　理科観察実験アシスタントの職務内容
　　　　　ア　理科室及び理科準備室などの理科教育に使用する特別教室の環境整備
　　　　　イ　理科の観察・実験活動に係る準備、調査、片付け
　　　　　ウ　その他理科の観察・実験活動の充実に資すること

9

理科観察実験アシスタント配置学校数 校 5 9 9

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

理科観察実験アシスタント人数 人 5 9

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　理科観察実験アシスタントによる観察・実験等の充実が図られることにより、児童の理科授業への関
心・意欲が高まることを目指すものであることから、理科授業が好きな児童の割合を成果指標として設定
している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
理科観察実験アシスタント配置校における理科授
業が好きな児童の割合 ％ 79 90 90  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 132 千円 276 千円

事業費合計（A) 399 千円 831 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

878 千円 千円

292 千円 千円

千円

千円

一般財源 267 千円 555 千円 586 千円

事
業
費

千円 千円

理科室及び理科準備室の環境整備

授業準備
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 外国語教育推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 18 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　外国語指導助手（ALT）を活用した実践的な英語教育の展開等により、児童生徒の英語によるコミュニ
ケーション能力やグローバルマインドを養う外国語教育の充実を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小中学校の児童生徒

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　ＪＥＴプログラムの外国語指導助手（ＡＬＴ）の派遣（９７,６２３千円）
　　　　　外国語指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）の参加者である外国人講師
　　　　１９名を市内全小中学校に派遣し、小学校中学年から中学校第３学年の１学級当たり、
　　　　週１回程度の授業を支援する。

　　　２　外国語活動指導協力者の派遣（１,１４０千円）
　　　　　小学校低学年の外国語活動の授業において、外国語指導助手（ALT）として支援を
　　　　行う。

　　　３　外国語教育の充実（２,００１千円）
　　　　　本市小中学校の外国語教育を推進するため、各校種において実践的取組を行う。
　　　　(1)　小学校
　　　　　　　・新学習指導要領における評価の研究
　　　　　　　・小学校教職員を対象とした自主研修講座の実施
　　　　(2)　中学校
　　　　　　　・中学校外国語科指導者研修の実施
　　　　　　　・年１回、中学校第２・３学年の生徒を対象にした英検IBAの実施
　　　　　　　・「丸ごと１日英語体験～ENGLISH　Challenge　Day～」の実施
　　　　(3)　小中学校
　　　　　　　・小中英語教育指導者研修の実施
　　　　　　　・広島県小学校外国語パワーアップ事業指定校及び中学校外国語アップグレイド
　　　　　　　　事業指定校を中心とした英語教育の推進

　　　４　外国語指導助手（ALT)コーディネーターの配置（１,３７１千円）
　　　　　ＪＥＴプログラムの外国語指導助手（ALT）が教育活動を適切に行えるよう、学校と十分な
         連携を図る。

3,960

ＡＬＴ（地域人材を含む）を活用した小学校外国
語活動の授業数

回 4,716 7,150 11,760

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

ＡＬＴを活用した中学校外国語科の授業数 回 1,841 3,670

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　広島県教育委員会が、県内の小学校5年生及び中学校2年生を対象に、平成14年度から実施してい
る「基礎・基本」定着状況調査の児童生徒質問紙調査において、「外国人と積極的にコミュニケーション
を図りたい」という質問に肯定的な回答をした児童・生徒の割合を成果指標として設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
「外国人と積極的にコミュニケー
ションを図りたい」児童の割合

％ 72 75 75  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

「外国人と積極的にコミュニケー
ションを図りたい」生徒の割合

％ 64 70 70

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 36,635 千円 91,360 千円

地方債 千円 千円

千円 4,808 千円その他 1,871 6,089 千円

102,135 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 34,764 千円 86,552 千円 96,046 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総合計画施策体系 2

事務事業名 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 19 新規・継続 継続

教育委員会事務局　学校教育部　指導課

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計学校図書館運営事業

目　的
（何のために）

対　象
（誰・何を対象に）

事業の概要
及び

H31活動計画

　学校司書の配置や資料整理のシステム運用により、児童生徒の読書活動の推進及び学校図書館を
活用した教育の充実を図る。

  市立小中学校

　　　１　学校司書の配置（２１,４４０千円）
　　　　　学校司書を配置し、司書教諭または学校図書館担当者と連携し、子どもの読書活動の
         推進を図る。
　　　　(1)　中学校への学校司書配置14名（もみじ中学校を除く全中学校）
　　　　(2)　小学校への学校司書配置9名（小学校34校を9グループに分けて担当）
　　　　(3)　業務内容
　　　　　ア　学校図書館における蔵書の管理及び学校図書館の環境整備
　　　　　イ　学校図書館の運営
　　　　　ウ　学校図書館を活用した学習の補助
　　　　　エ　教職員及び児童生徒へのレファレンス
　　　　　オ　担当小学校等における学校図書館に係る支援
　　　　　カ　本市における児童生徒の読書活動の推進に係る活動の支援

　　　２　学校図書館システムの保守及び更新（１５,１４５千円）
　　　　　学校図書館システムを活用することで、学校図書館利用状況を把握するとともに、蔵書
　　　　管理を適切に行う。
　　　　(1)　学年はじめの進級業務や日々の貸出業務を迅速に行うとともに、利用状況を適切に
            把握する。
　　　　(2)　保守業務を通して、学校図書館システム（探調ＴＯＯＬ）48校分を円滑に運用する。
　　　　　 また、既存システムのサポート終了に伴い、システムの更新を図る。

　　　３　学校図書館情報利用料（１,３８６千円）
　　　  (1)　図書購入時に、日本十進分類法によるすべての図書の情報を入手し、図書の検索結
            果からダイレクトに図書注文リストを作成・発注し、注文図書を早く入手する。
　　　  (2)　装備済みの図書を購入し、迅速な閲覧を可能にする。

　　　４　学校図書館環境整備費（４２０千円）
　　　　　ブックコート用フィルム等、学校図書館の環境整備を行う。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標）

32年度

49

31年度（目標）

48

学校司書の人数 人 20 20 23

学校図書館システム配置校 校 50

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

20 20 20

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 23,295 千円 23,676 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

38,391 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 23,295 千円 23,676 千円 38,391 千円

事
業
費

千円 千円

　図書館に関する専門的な知識を有する学校司書を配置したり、資料整理のシステム運用により、充実
した学校図書館の環境づくり、児童生徒及び教職員へのレファレンス、適切な選書が可能になるため、
児童生徒の読書活動の推進を図ることができる。
　よって、児童生徒の１人当たりの年間貸出冊数を成果指標として設定している。

冊

生徒１人当たりの年間貸出冊数 冊

児童１人当たりの年間貸出冊数

達成率 （目標値）（実績値）
―年度

（目標値）

25 27 27  

（目標値） （目標値） （実績値）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 2

事務事業名 学校体育推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 102 20 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　教職員の体育の指導力向上や児童生徒の体育・スポーツ活動の機会を保障することで、小中学生の
体力・運動能力向上を図るとともに、運動やスポーツに親しむ資質・能力を育成する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小中学校の児童生徒及び教職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　水泳記録会、陸上記録会等の開催（２,９０２千円）
　　　　　体育科授業及び学校における体育的活動の学習成果を発揮し、身に付いた力を試すと
　　　　ともに、スポーツを通じて他校の児童と交流する。
　
　　　２　食育推進（１２６千円）
　　　　　教科等における食に関する指導や学校の教育活動で行っている食育をさらに充実する
　　　　ため、コンテストの実施や広く市民や保護者に啓発する食育フェアを開催する。
 
　　　３　体力向上応援プロジェクト（２５３千円）
　　　　　授業改善に資する実践的な取組を推進し、授業の質を向上させることで、本市児童生徒
　　　　の体力の一層の向上を図る。
　　　　(1)　体力向上推進リーダー研修（小学校対象）
　　　　(2)　水泳実技指導力向上研修（小学校対象）
　　　　(3)　体育・保健体育指導力向上研修（小中学校対象）

580

陸上記録会参加人数 人 532 570 570

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

水泳記録会参加人数 人 452 580

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　全国体力・運動能力、運動習慣等調査とは、市立全ての小中学校における握力、50ｍ走等8項目の実
技等に関する調査である。その得点結果は全国と比較することができるもので、全国平均を上回る項目
の割合を指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
全国体力・運動能力、運動習慣等調査における得
点が全国平均を上回る項目の割合（小中学校） ％ 100 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,313 千円 7,533 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

3,281 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 6,313 千円 7,533 千円 3,281 千円

事
業
費

千円 千円

水泳記録会

陸上記録会：走高跳（上左）ハードル走（上右）100ｍ走（下左）4×100ｍリレー（下右）

-20-



( )

-

10 款 2 項 2 目

1 -

２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 915 千円 975 千円 975 千円

事
業
費

千円 千円

千円

1,949 千円 千円

974 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 913 千円 974 千円

事業費合計（A) 1,828 千円 1,949 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

基礎・基本定着状況調査におけ
る「算数の勉強は好き」の割合

％ 76.9 77.9 78.9

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　教材備品の整備により、観察・実験等の充実が図られ、児童の理科、算数授業への関心・意欲が高ま
ることを目指す。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
基礎・基本定着状況調査におけ
る「理科の勉強は好き」の割合

％ 84.6 85.6 86.6  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

理科備品整備率 ％ 46.9 47.6 47.9

算数備品整備率 ％ 44.8 44.0 45.1

　
　　　１　理科・算数の教材備品の購入（１,９４９千円）
　　　　　国が定めた基準額に対する整備率が低い学校を対象として、理科及び数学の授業に必
　　　　要な教材備品を購入する。

平成 31 年度

目　的
（何のために）

　国の理科教育設備費等補助金を活用して、理科・算数の教材備品を整備し、小学校における教育環
境の充実を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

 市立小学校

事業の概要
及び

H30活動計画

事務事業シート 計画

一般会計

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　学校財務係 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校理科教育振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 3 新規・継続 継続

【理科】生物顕微鏡 【算数】時計模型
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 84,626 千円 199,542 千円 167,017 千円

事
業
費

千円 千円

千円

167,017 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 84,626 千円 199,542 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

普通教室１学級あたりの大型提示装
置数

 台／学級 0.4 0.8 0.9

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　小学校におけるＩＣＴ機器整備は、パソコンをタブレット化するのと併せて、パソコン教室１人／台に整
備する。国の教育振興基本計画の目標値でもある教育用パソコンは３．６人／台、電子黒板を含む大型
提示装置は普通教室各１台を目標としている。
　本事業は、情報教育環境の整備に加え、教職員及び児童の情報活用能力の育成やＩＣＴ環境を活用
した効果的な授業の実現といった目的がある。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

教育用ＰＣ１台あたりの児童数 人／台 9.0 8.4 6.7  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

1,713

大型提示装置管理台数 台 184 364 435

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

教育用パソコン・タブレット管理台数 台 1,251 1,350

目　的
（何のために）

　高度情報化社会に対応する児童の育成に向け、教育用ＩＣＴ機器整備を行う。また、整備したＩＣＴ機器
の更新または修繕により運用の安定化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　機器等賃借料（１３６,３１３千円）
　　　　(1)　校務用パソコン等のリース
　　　　　ア　校務用パソコン81台
　　　　　イ　校務用タブレット820台
　　　　(2)　大型提示装置のリース
　　　　　ア　電子黒板281台
　　　　　イ　大型提示装置51台
　　　　(3)　教育用パソコン等のリース
　　　　　ア　教育用タブレット907台
　　　　　イ　教育用パソコン515台
　　　　(4)　統合サーバのリース
　　　　　ア　統合サーバ機器
　　　　　イ　校務支援システムソフトライセンス料

　　　２　備品購入費（１９,３００千円）
　　　　(1)　無線ＬＡＮアクセスポイント

　　　３　システム・機器保守委託（９,４３５千円）
　　　　(1)　統合サーバ機器保守
　　　　(2)　校務グループウェア保守

　　　４　消耗品、備品修繕（１,９６９千円）
　　　　(1)　教育用・校務用パソコン修繕
　　　　(2)　大型提示装置修繕
　　　　(3)　ネットワーク修繕

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校情報教育推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 4 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

大型提示装置での授業イメージ

タブレット端末を活用した一人一人の

主熟度にあわせた学習イメージ
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 205,450 千円 千円 千円

事
業
費

千円 千円

15,400 千円

15,400 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 11,195 千円 千円

事業費合計（A) 225,745 千円 千円

地方債 9,100 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　酷暑対策として空調機の整備を行う。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 　―年度

（目標値）

普通教室への空調機整備済校数 校 2 2 10  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

8活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

普通教室への空調機整備工事校数 校 2 0

目　的
（何のために）

　経年により通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置等の大規模改造や空調機整
備を実施することにより、学校環境の改善を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　学校空調機整備ＰＦＩ事業アドバイザリー業務委託（１５,４００千円）
　　　　　近年の猛烈な酷暑を受け、早期に学校の学習環境を改善するために、普通教室等への
　　　　空調機整備ＰＦＩ事業アドバイザリー業務を行う。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校大規模改造事業 ハード

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 5 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

普通教室内の空調機設置イメージ 教室外の室外機設置イメージ

H30年度 H31年度 H32年度

事業スケジュール

ＰＦＩ事業アドバイザリー業務 

（発注仕様書作成業務） 　

ＰＦＩ事業による空調機整備

 （調査・設計・工事）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 113,374 千円 428,164 千円 184,626 千円

事
業
費

547,900 千円 千円

千円

771,534 千円 千円

39,008 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 113,374 千円 743,764 千円

地方債 千円 315,600 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　児童数の増加や減少に対応し、適切な規模で安全な施設整備を行う。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

活動計画の達成状況 件 2 3 5  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

38

八本松小学校グラウンド整備進捗率 ％ 27 59 77

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

川上小学校グラウンド整備進捗率 ％ 34

目　的
（何のために）

　近年の大幅な児童数増により不足する教室や狭隘となったグラウンドに対して、学校教育の円滑な実
施を図るため、追加整備を行う。統合に伴う小中学校一体型施設の整備を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　造成工事等（４８３,８９７千円）
　　　　(1)　八本松小学校グラウンド造成工事（Ⅳ期及びⅤ期）
　　　　　　　学校敷地を拡張し、新グラウンドの造成を行う。
　　　　(2)　福富小中学校一体型施設の整備
　　　　　　　福富中学校敷地内に小中学校一体型施設の整備を行うため、校舎増築工事及び
　　　　　　改修工事、プール新築工事を行う。
　　　　(3)　河内小中学校一体型施設の整備
　　　　　　　河内小中学校一体型施設の整備のため、旧河内学校給食センターの解体を行う。

　　　２　測量設計等業務委託（１４０,０９０千円）
　　　　(1)　川上小学校グラウンド実施設計業務
　　　　　　　新グラウンドを造成するための実施設計業務を行う。
　　　　(2)　志和小中学校一体型施設の校舎実施設計業務等
　　　　　　　志和中学校敷地内に小中学校一体型施設の整備を行うための校舎実施設計、
　　　　　　敷地造成設計、移転物件の補償調査業務を行う。
　　　　(3)　福富小中学校一体型施設の校舎実施設計業務等
　　　　　　　福富中学校敷地内に小中学校一体型施設の整備を行うための校舎実施設計、
　　　　　　敷地造成設計、校舎増築等工事に係る監理業務を行う。
　　　　(4)　河内小中学校一体型施設の校舎実施設計業務等
　　　　　　　河内中学校敷地内に小中学校一体型施設の整備を行うための校舎実施設計、
　　　　　　敷地造成設計、移転物件の補償調査、工損調査業務を行う。
　
　　　３　土地購入及び物件移転補償等（１４７,５４７千円）
　　　　(1)　志和小中学校一体型施設の整備
　　　　　　　用地の取得及び支障物件の移転補償を行う。
　　　　(2)　福富小中学校一体型施設の整備
　　　　　　　校舎増築工事に伴い、仮設教室リース等を行う。
　　　　(3)　河内小中学校一体型施設の整備
　　　　　　　用地の取得及び支障物件の移転補償を行う。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校増改築事業 ハード

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 6 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 675 千円 677 千円 677 千円

事
業
費

千円 千円

千円

1,354 千円 千円

677 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 674 千円 677 千円

事業費合計（A) 1,349 千円 1,354 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

基礎・基本定着状況調査におけ
る「数学の勉強は好き」の割合

％ 67.5 68.5 69.5

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　教材備品の整備により、観察・実験等の充実が図られ、生徒の理科、数学授業への関心・意欲が高ま
ることを目指す。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
基礎・基本定着状況調査におけ
る「理科の勉強は好き」の割合

％ 77.0 78.0 79.0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

理科備品整備率 ％ 32.0 32.5 32.8

数学備品整備率 ％ 43.1 44.3 44.5

　
　　　１　理科・数学の教材備品の購入（１,３５４千円）
　　　　　国が定めた基準額に対する整備率が低い学校を対象として、理科及び数学の授業に必
　　　　要な教材備品を購入する。

目　的
（何のために）

　国の理科教育設備費等補助金を活用して、理科・数学の教材備品を整備し、中学校における教育環
境の充実を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

  市立中学校

事業の概要
及び

H30活動計画

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　学校財務係 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校理科教育振興事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 9 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

【理科】静電高圧発生装置

【数学】平方根マグネットシート
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 52,286 千円 73,681 千円 92,336 千円

事
業
費

千円 千円

千円

92,336 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 52,286 千円 73,681 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

普通教室１学級あたりの大型提示装
置数

 台／学級 0.4 0.6 1.0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　中学校におけるＩＣＴ機器整備は、パソコンをタブレット化して整備し、国の教育振興基本計画の目標
値でもある教育用パソコンは３．６人／台、電子黒板を含む大型提示装置は普通教室各１台を目標とし
ている。
　本事業は、情報教育環境の整備に加え、教職員及び生徒の情報活用能力の育成やＩＣＴ環境を活用
した効果的な授業の実現といった目的がある。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

教育用ＰＣ１台あたりの生徒数 人／台 6.0 6.3 6.3  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

778

大型提示装置管理台数 台 67 96 240

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

教育用パソコン・タブレット管理台数 台 785 764

目　的
（何のために）

　高度情報化社会に対応する生徒の育成に向け、教育用ＩＣＴ機器整備を行う。また、整備したＩＣＴ機器
の更新または修繕により運用の安定化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立中学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　機器等賃借料（６２,５２９千円）
　　　　(1)　校務用パソコン等のリース
　　　　　ア　校務用パソコン128台
　　　　　イ　校務用タブレット361台
　　　　(2)　大型提示装置のリース
　　　　　ア　電子黒板68台
　　　　　イ  大型提示装置150台
　　　　(3)　教育用パソコン等のリース
　　　　　ア　教育用パソコン346台
　　　　　イ  教育用タブレット361台
　　　　(4)　統合サーバのリース
　　　　　ア　統合サーバ機器
　　　　　イ  校務支援システムソフトライセンス料

　　　２　備品購入費（２５,１００千円）
　　　　(1)　無線ＬＡＮアクセスポイント

　　　３　システム・機器保守委託（３,９１１千円）
　　　　(1)　統合サーバ機器保守
　　　　(2)　校務グループウェア保守

　　　４　消耗品、備品修繕（７９６千円）
　　　　(1)　教育用・校務用パソコン修繕
　　　　(2)　ネットワーク修繕

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校情報教育推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 10 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

タブレット端末での対話的授業イメージ

統合型校務支援システム利用イメージ
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 4,644 千円 10,620 千円 127,582 千円

事
業
費

271,300 千円 千円

84,434 千円

549,982 千円 千円

66,666 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,644 千円 42,220 千円

地方債 千円 31,600 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

普通教室への空調機整備済校数 校 1 1 3

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　これまで校舎の耐震改修を優先的に実施し、平成29年度に耐震化率100％を達成したが、今後は先
送りとなっている大規模改修（老朽改修）を進め、これに併せてエレベーターの設置を行う。また、酷暑
対策として空調機の整備も行う。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

エレベーター設置済校数 校 8 8 10  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

2

普通教室への空調機整備工事校数 校 0 0 2

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

エレベーター設置工事校数 校 1 0

目　的
（何のために）

　経年により、通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置等の大規模改造や空調機
整備を実施することにより、学校環境の改善を図るとともに、建物の耐久性及び安全性の確保を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立中学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　大規模改造工事（４２６,０４０千円）
　　　　(1)　八本松中学校エレベーター設置工事
　　　　　　　車いすを使用する生徒への対応として、エレベーター及び多目的トイレの設置工事
　　　　　　を行う。
　　　　(2)　向陽中学校大規模改造工事
　　　　　　　経年により、本校舎及び屋内運動場の老朽化が著しいことから、大規模改造工事を行う。
　
　　　２　監理等業務委託（１５,７８０千円）
　　　　(1)　学校空調機整備ＰＦＩ事業アドバイザリー業務委託
　　　　　　　近年の猛烈な酷暑を受け、早期に学校の学習環境を改善するために、普通教室等への
　　　　　　空調機整備ＰＦＩ事業アドバイザリー業務を行う。
　　　　(2)　向陽中学校大規模改造工事監理業務委託
　　　　　　　向陽中学校大規模改造工事に係る監理業務を行う。
　　　　(3)　八本松中学校エレベーター設置工事監理業務委託
　　　　　　　八本松中学校エレベーター設置工事に係る監理業務を行う。
　
　　　３　備品移動等手数料（６,１６３千円）
　　　　　向陽中学校大規模改造工事に伴い、本校舎から仮設校舎へ物品等を移動する。

　　　４　仮設校舎賃借料（１０１,９９９千円）
　　　　　向陽中学校大規模改造工事に伴い、仮設教室リースを行う。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校大規模改造事業 ハード

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 11 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

向陽中学校
大規模改造工事
【総事業費　約11.7億円】

学校空調機整備
PFI事業

H30年度 H31年度 H32年度
八本松中学校
エレベーター設置工事
【総事業費　約0.95億円】

空調機整備アドバイザリー業務
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 77,961 千円 81,310 千円 83,402 千円

事
業
費

千円 千円

千円

83,518 千円 千円

116 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 235 千円 244 千円

事業費合計（A) 78,196 千円 81,554 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　児童の就学機会を確保し、保護者の経済的負担を軽減することを目的とした事業であることから、成
果指標を設定することは難しい。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

認定児童数 人 1,112 1,117

実費（限度額1,570円）

特定校外活動費（泊あり） 実費（限度額3,620円）

1,150

通学費 実費（片道4Km以上の公共交通機関利用者）

医療費　　　　　※１ 実費

小学校就学援助事業 ソフト一般会計

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　就学に必要な費用の支給（８３,５１８千円）
　　　　　各小学校を通じて申請のあった児童の保護者に対して、世帯の所得等に応じて審査し、
　　　　就学に伴う必要な費用　（学用品費、給食費等）の支給を行うもの。

区　　分 金　　額

学用品費等（定額）
11,420円（1年生）

13,650円（2年生～6年生）

新入学学用品費（定額）    ※２ 40,600円（1年生）

給食費 実費

修学旅行費　　　※１

※1　要保護者に対する援助費目
※2　新入学学用品費の入学前支給については、教育委員会の指定する期日までに
　　　申請のあった場合に、入学前（３月末迄）に支給を行う。

実費（限度額32,000円）

校外活動費（泊なし）

目　的
（何のために）

　均等な教育機会と円滑な就学を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　経済的な理由により就学が困難と認められる児童の保護者

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 3

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 14 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

事務事業名
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 69,191 千円 72,763 千円 73,682 千円

事
業
費

千円 千円

千円

74,129 千円 千円

447 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 834 千円 411 千円

事業費合計（A) 70,025 千円 73,174 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　生徒の就学機会を確保し、保護者の経済的負担を軽減することを目的とした事業であることから、成
果指標を設定することは難しい。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

647活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

認定生徒数 人 589 632

目　的
（何のために）

　均等な教育機会と円滑な就学を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　経済的な理由により就学が困難と認められる生徒の保護者

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　就学に必要な費用の支給（７４,１２９千円）
　　　　　各中学校を通じて申請のあった生徒の保護者に対して、世帯の所得等に応じて審査し、
　　　　就学に伴う必要な費用　（学用品費、給食費等）の支給を行うもの。

区　　分 金　　額

学用品費等（定額）
22,320円（１年生）

24,550円（2～3年生）

新入学学用品費（定額）    ※２ 47,400円（１年生のみ）

給食費 実費

修学旅行費　　　※１ 実費（限度額72,000円）

※1　要保護者に対する援助費目
※2　新入学学用品費の入学前支給については、教育委員会の指定する期日までに
　　　申請のあった場合に、入学前（３月末迄）に支給を行う。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　学務職員係 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校就学援助事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 16 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

校外活動費（泊なし） 実費（限度額2,270円）

特定校外活動費（泊あり） 実費（限度額6,100円）

通学費 実費（片道通学距離6㎞以上の公共交通機関利用者）

医療費　　　　　　※１ 実費

体育実技用具費 実費（限度額7,510円）
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　保健給食係　 総合計画施策体系 3

事務事業名 学校保健事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 18 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　必要な検査等を実施し、健康の保持増進を促す。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立幼稚園、小学校並びに中学校の幼児、児童、生徒及び教職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　各種健康診断、健康管理の実施（６９,６４９千円）
　　　　　学校保健安全法に基づき、各種健康診断を実施し、児童生徒及び教職員の健康管理
　　　  を行う。
　　　　(1)　児童生徒等の健康診断
　　　　　ア　内科検診、歯科検診、眼科検診、耳鼻科検診（学校医及び学校歯科医による）
　　　　　イ　結核検診
　　　　　ウ　尿検査
　　　　　エ　心音心電図検査
　　　　(2)　就学時の健康診断
　　　　(3)　職員の健康診断・ストレスチェック
 
　　　２　学校環境衛生検査の実施（７,４５５千円）
　　　　　学校環境衛生基準に基づき、各種検査を実施する。
　　　　(1)　空気中の化学物質濃度検査
　　　　(2)　プール水水質検査
　　　　(3)　飲料水水質検査
　　　　(4)　教室等の環境検査（学校薬剤師による）

　　　３　各種保険等への加入（１７,２２２千円）
　　　　　学校管理下における児童生徒等の災害に対し、災害共済給付を行うため各種保険及び
　　　　学校保健の普及振興を目的とした組織に加入する。
　　　　(1)　日本スポーツ振興センター災害共済
　　　　(2)　全国市長会学校災害賠償補償保険
　　　　(3)　広島県学校保健会負担金

　　　４　東広島市学校保健会への補助（１６３千円）
　　　　　学校保健に関する連絡提携と振興発展を目的とし、学校保健会へ補助を行う。
　

16,628

日本スポーツ振興センター災害共済給付件数 件 1,445 1,450 1,450

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

児童生徒等健康診断受検者数 人 16,154 16,509

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　
　定期健康診断を適正に実施し、疾病の予防処置等を行うことで健康の保持増進を図っている。
　健康診断の受診率はほぼ100%となってきているため、健診結果の精密検査受診率を成果目標として
設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
医療機関への受診率
（尿検査）

％ 68.5 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

医療機関への受診率
（心臓検診）

％ 90.8 100 100

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 85,349 千円 94,023 千円

地方債 千円 千円

千円 6,707 千円その他 6,661 6,799 千円

94,489 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 78,688 千円 87,316 千円 87,690 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　学事課　保健給食係 総合計画施策体系 3

事務事業名 学校給食管理運営事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 19 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　学校給食の実施に係り、学校や給食センターが衛生的に運営できるよう、統括的な管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立幼稚園、小学校、中学校及び学校給食センター

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　給食従事者の健康診断・腸内細菌等検査（５,０１０千円）
　　　　　給食従事者の定期健康診断を実施し、給食調理従事者の健康管理を行うとともに、
　　　　腸内細菌検査・ノロウイルス検査を実施し、食中毒及び感染症の発生、蔓延を未然に
　　　　防止する。
　
　　　２　学校給食センターの衛生管理（５００千円）
　　　　　学校給食センター内の衛生管理検査を実施し、衛生管理の徹底を図る。

　　　３　学校給食センターの施設等管理（１,４８１千円）
　　　　　学校給食衛生管理基準に基づいた施設等の管理を行い、衛生的な施設環境を維持する。

　　　４　配膳室の備品・消耗品の整備（２,５６７千円）
　　　　　各受配校配膳室の消毒用物品等、備品・消耗品を整備し、衛生的な給食配膳環境を
　　　　維持する。

　　　５　給食備品の修繕、廃棄（７０９千円）
　　　　　受配校配膳室に設置している備品の修繕、廃棄を行う。

4,844

衛生管理検査（拭き取り検査、食品検査） 回 2 2 2

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

腸内細菌検査 件 4,691 4,844

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　学校や給食センターの衛生管理の徹底を図るため、学校の配膳室の整備や給食調理従事者の健康
管理等、総合的な管理を行っている。
　衛生的な学校給食を実施するため、給食従事者の健康状態を確認し、適切な措置を講じることがで
きたかを図る指標として「ノロウイルス感染件数」を設定する。【マイナス指標】

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

ノロウイルス感染件数 件 3 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,500 千円 38,948 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

10,267 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 9,500 千円 38,948 千円 10,267 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 5,377 千円 7,819 千円 3,798 千円

事
業
費

千円 千円

5,240 千円

9,038 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 7,462 千円 9,039 千円

地方債 千円 千円

千円 1,220 千円その他 2,085

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　小学校学校図書館の蔵書を整備することにより、学校図書館を利用する児童が増加することが見込ま
れ、読書活動に対する児童の意欲を喚起することにつながると考え、広島県「基礎・基本」定着状況調
査の児童質問紙調査項目「本を読むのが好きです」を成果目標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
「本を読むのが好きです。」と回答
した児童の割合

％ 81 88 88  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

34活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

学校図書館図書整備率が100％に達した校数 校 35 35

目　的
（何のために）

　市立小学校学校図書館の蔵書の充実を図ることにより、児童の読書意欲を喚起し、読書活動の推進
を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　学校図書の購入（９,０３８千円 ）
　　　　(1)  文部科学省が示した学校図書館図書標準等を基本とし、各小学校の図書整備
　　　　　　率を考え、学校図書を購入する。
　　　　(2)　日本十進分類法における各類の図書を偏りなく購入することにより、各小学校の
　　　　　　学校図書館の読書センター及び学習・情報センターとしての機能を充実させる。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校図書整備事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 20 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

小学校学校図書館の様子

-32-



( )

-

10 款 3 項 2 目

1 -

２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　指導課 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校図書整備事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 21 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　市立中学校学校図書館の蔵書の充実を図ることにより、生徒の読書意欲を喚起し、読書活動の推進
を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立中学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　学校図書の購入（５,６４０千円）
　　　　(1)　文部科学省が示した学校図書館図書標準等を基本とし、各中学校の図書整備率
　　　　　 を考え、学校図書を購入する。
　　　　(2)　日本十進分類法における各類の図書を偏りなく購入することにより、各中学校の学
　　　　　 校図書館の読書センター及び学習・情報センターとしての機能を充実させる。

14活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

学校図書館図書整備率が100％に達した校数 校 14 14

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　中学校学校図書館の蔵書を整備することにより、学校図書館を利用する生徒が増加することが見込ま
れ、読書活動に対する生徒の意欲を喚起することにつながると考え、広島県「基礎・基本」定着状況調
査の生徒質問紙調査項目「本を読むのが好きです」を成果指標として設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

79 83 83  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値） （目標値）

29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）
３　コスト情報

「本を読むのが好きです。」と答え
た生徒の割合

％

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,937 千円 5,640 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

5,640 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 4,937 千円 5,640 千円 5,640 千円

事
業
費

千円 千円

中学校学校図書館の様子
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

平成 31 年度 事務事業シート 計画

事務事業名 学校給食センター管理運営事業 一般会計 ソフト

所　属 東広島学校給食センター外3センター 総合計画施策体系 3

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 22 新規・継続 継続

目　的
（何のために）

　衛生的で安心できる学校給食を提供することにより、児童及び生徒の心身の発達並びに食育の推進
に寄与する。

対　象
（誰・何を対象に）

　小学校３４校、中学校１４校、幼稚園２園、保育所６所、認定こども園３園

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　安全安心な学校給食の提供（８８９,５３９千円）
　　　　　東広島学校給食センター（456,713千円）
　　　　　西条学校給食センター（115,142千円）
　　　　　安芸津学校給食センター（65,327千円）
　　　　　東広島北部学校給食センター（252,357千円）

　　　　　学校給食は、学校教育活動の一環であり、「学校給食法」に基づき共同調理場を設置、
　　　　運営することにより、児童生徒の心身の健全な発達に資するよう、成長期に必要な栄養が
　　　　確保された安全・安心な給食を提供する。
　　　　　なお、東広島、西条、安芸津の各学校給食センターについては、「学校給食調理業務等
　　　　民間委託方針」に沿って、給食業務における食材の検収・下処理・調理・配缶・洗浄・消毒
　　　　・清掃等を民間に委託して実施する。

　　　２　食育の推進
　　　　　偏った栄養摂取による肥満・やせ傾向など食に起因する健康課題に適切に対応するた
　　　　め、栄養のバランスや規則正しい食生活、食品の安全性などの指導を行う。また、自然の
　　　　恩恵や勤労などへの感謝、食文化についても、各教科等の内容と関連づけて指導を行う。

　　　３　地産地消の推進
　　　　　米については、すべて市内産のものを提供する。また、野菜については、生産者・納入
　　　　業者との連携を密にして、可能な限り市内産のものを使用する。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

年間提供食数 食 3,453,389 3,516,634 3,654,003

学校における栄養教諭等による食育 件 524 400 420

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　学校給食センターは、衛生的で安心できる学校給食を提供することを目的としているため、「衛生的で
安心できる学校給食」と「提供する」の２つの観点から成果指標を設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

給食による健康被害の発生件数 件 1 0 0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

給食を提供できなかった食数 食 1585 0 0

千円 千円

47 千円 48

達成率 （目標値）

千円

一般財源 509,296 千円 884,948 千円 889,521 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円事
業
費

千円 千円

その他 千円 18 千円

889,539 千円

千円

千円事業費合計（A) 509,343 千円 884,996 千円

千円 千円

地方債
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 53,695 千円 61,863 千円 24,700 千円

事
業
費

56,200 千円 千円

22,000 千円

102,900 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 6,138 千円 千円

事業費合計（A) 72,033 千円 148,863 千円

地方債 12,200 千円 67,000 千円

千円 20,000 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　学校施設の安全性や利便性を鑑みて施設整備を行う。状況変化に応じて適宜行う整備であるため、
成果指標の設定は困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

44活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

トイレ洋便器設置数 ヶ所 40

目　的
（何のために）

　学校施設の環境改善、教育内容の多様化に対応するため、学校施設の整備を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立小学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　改修工事（７５,０００千円）
　　　　　中黒瀬小学校下水道接続工事
　　　　　公共下水道の供用開始に伴い、下水道接続工事を行う。
　
　　　２　委託手数料（５,９００千円）
　　　　　中黒瀬小学校下水道接続工事に伴う浄化槽汲み取り処分及び消毒業務
　
　　　３　トイレ洋式化に伴う施設改修（２２,０００千円）
　　　　　洋便器数が少ない学校について、和便器から洋便器に改修する。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 小学校施設改修事業 ハード

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 24 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

中黒瀬小学校

下水道接続工事イメージ図
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 43,722 千円 26,700 千円 千円

事
業
費

千円 千円

10,500 千円

10,500 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 5,326 千円 千円

事業費合計（A) 86,348 千円 59,500 千円

地方債 37,300 千円 25,800 千円

千円 7,000 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　学校施設の安全性や利便性を鑑みて施設整備を行う。状況変化に応じて適宜行う整備であるため、
成果指標の設定は困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

21活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

トイレ洋便器設置数 ヶ所 14

目　的
（何のために）

　学校施設の環境改善、教育内容の多様化に対応するため、学校施設の整備を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市立中学校

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　トイレ洋式化に伴う施設改修（１０,５００千円）
　　　　　洋便器数が少ない学校について、和便器から洋便器に改修する。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　教育総務課　施設安全係 総合計画施策体系 3

事務事業名 中学校施設改修事業 ハード

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 103 26 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

改修前

改修後
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( )

-

10 款 1 項 3 目

1 -

２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 25,687 千円 29,915 千円 30,429 千円

事
業
費

千円 千円

24 千円

30,453 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 25,702 千円 29,945 千円

地方債 千円 千円

千円 30 千円その他 15

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

中学校不登校生徒の割合 ％ 2.13 2.10 2.00

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　学校における生徒指導上の諸課題として、不登校児童生徒の割合を成果指標とする。
　【マイナス目標設定】

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

小学校不登校児童の割合 ％ 0.45 0.43 0.40  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

1,100

心のサポーターの活動時間 時間 7,291 7,360 7,500

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

スクールソーシャルワーカーの活動時間 時間 946 1,060

目　的
（何のために）

  生徒指導上の課題がある児童生徒への対応策として、学校における児童生徒や保護者、教職員への
相談活動を充実させる等、生徒指導推進に係る支援を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

  市立小中学校の児童生徒、保護者及び教職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　生徒指導の充実（２,９７０千円）
　　　　　不登校やいじめ等生徒指導上の諸課題の解決に向け、各学校における組織的な生徒
　　　　指導体制づくりの推進や教職員の生徒指導に係る資質の向上を図る。

　　　２　学校生活相談（２６,２９７千円）
　　　　(1)　学校教育相談
　　　　　ア　心のサポーターを小中学校に配置し、児童生徒や保護者等を対象に教育相談等を
　　　　　　行う。
　　　　　イ　スクールソーシャルワーカーを学校や家庭に派遣し、不登校に係る対応等において
　　　　　　学校だけでは解決が困難なケースについて支援を行う。
　
　　　　(2)　適応指導教室の運営
　　　　　　　不登校児童生徒の学校復帰に向けて、適応指導教室において指導や支援を行う。
　
　　　３　不審者対策（１,１８６千円）
　　　　　学校において児童生徒の危険回避能力を高めるための取組を進めるとともに、登下校
　　　　における学校安全ボランティア等による見守り活動の支援等を行う。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　青少年育成課　青少年係 総合計画施策体系 4

事務事業名 生徒指導推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 104 1 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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-

10 款 5 項 1 目

1 -

２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 13,056 千円 12,884 千円 13,537 千円

事
業
費

千円 千円

20 千円

18,198 千円 千円

4,641 千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 4,179 千円 4,967 千円

事業費合計（A) 17,251 千円 17,867 千円

地方債 千円 千円

千円 16 千円その他 16

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

児童青少年総合相談室の相談人数 人 455 500 500

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　小学生の放課後や休日等の活動場所の一つである放課後子供教室の参加人数を成果指標とする。
また、青少年に係る相談窓口については、児童青少年総合相談室の相談人数を成果指標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

放課後子供教室参加児童数 人 16,283 20,000 18,000  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

24

児童青少年総合相談室の開設日数 日 292 293 293

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

放課後子供教室の開設数 教室 23 27

目　的
（何のために）

　次代を担う青少年が豊かな創造力と自主性をもった社会の一員となるよう、青少年の健全育成活動を
推進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内の青少年及び保護者、青少年の健全育成に係る団体

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　放課後子供教室の運営（６,９６３千円）
　　　　　各小学校区において、放課後や休日等に小学校、地域センター等を活用し、 学習
　　　　活動やスポーツ、文化活動、地域住民との交流活動等、地域の実情に応じた体験活動
　　　　を実施する。
　
　　　２　児童青少年総合相談室（７,２６９千円）
　　　　　児童青少年総合相談室において、不登校やいじめ、問題行動、子育て等、学校や
  　　　家庭における悩みに係る相談活動を行う。

　　　３　少年補導センター（２,０９４千円）
　　　　　児童青少年センターを拠点に、補導指導員による街頭補導活動を実施する。

　　　４　青少年問題協議会の開催（１４９千円）
　　　　　青少年の育成等に関する総合的な施策の樹立につき必要な事項を調査審議及び
　　　　連絡調整する協議会を開催する。
　
　　　５　青少年育成東広島市民会議助成（１,２１０千円）
　　　　　青少年の健全な育成を図るために、関係機関や団体等との連携を図り、活動を進め
　　　　る青少年育成東広島市民会議に対して補助する。
　
　　　６　“社会を明るくする運動”東広島市推進委員会助成（５１３千円）
　　　　　青少年の非行・被害防止に取り組む運動を推進する“社会を明るくする運動”東広島市
　　　　推進委員会に対して補助する。

所　属 教育委員会事務局　学校教育部　青少年育成課　青少年係 総合計画施策体系 4

事務事業名 青少年健全育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 104 2 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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